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新型コロナウイルス感染症の影響に伴う
雇用調整助成金の特例措置の効果検証に関する研究会

厚生労働省が（独）労働政策研究・研修機構（JILPT）に要請し、2021年10月から2025年２月まで計12回、

労働経済学の専門家を含む研究会を開催し、業務データ等のエビデンスに基づき、特例措置の効果について検証

◎佐々木 勝 大阪大学大学院経済学研究科教授

川上 淳之 東洋大学経済学部教授

神林 龍 武蔵大学経済学部教授

小林 徹 高崎経済大学経済学部教授

酒光 一章 富士通株式会社 シニアアドバイザー

                    （元厚生労働省政策統括官）

東 雄大 京都産業大学経済学部准教授

研究内容

2022年10月 諸外国の雇用維持政策

－アメリカ、イギリス、

ドイツ、フランス－

（参考資料１）

コロナ禍における欧米主要国

(アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス)の雇用維持

政策に着目し、制度、機能、給付要件、給付プロセス、

政策評価等を整理・分析

2023年3月 雇用調整助成金の支給実態

―リーマン・ショックから

コロナ禍 1 年目にかけて―

（参考資料２）

雇用調整助成金業務データを特別集計し、雇用調整

助成金等の支給の推移と傾向を記述的に分析し、

コロナ禍1年目における雇用調整助成金等の支給の特徴

を明らかにするもの

2024年3月 雇用調整助成金のコロナ特例

の活用等に関する調査

（参考資料３）

コロナ禍における雇用調整助成金の活用実態の把握を

目的とした事業所アンケート調査を実施し、結果を

とりまとめ。業務データにはない情報を採ることを

意図して実施

2025年5月 雇用調整助成金のコロナ特例

に関する効果検証

雇用調整助成金及び雇用保険の業務データ、事業所

アンケート調査結果データを接続したデータセットを

用いて効果検証を行った結果を公表(速報版)

研究テーマ公表時期 研究会有識者委員

◎は座長、敬称略（2025年5月現在）
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（参考資料１）「諸外国の雇用維持政策
－アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス－」

コロナ禍における欧米主要国（アメリカ、イギリス、ドイツ、フラン

ス）の雇用維持政策に着目し、制度、機能、給付要件、給付プロセス、

政策評価等を整理・分析することを目的とし、文献調査を通じてとり

まとめたもの。

研究の目的、方法

欧米主要国（アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス）で実施された

雇用維持スキームと日本で実施された雇用調整助成金の特例措置を比

較し、財源について日本は他の国と比して雇用保険財源への依存度が

高かったこと、特例措置期間について2021年中に終了した国（アメ

リカ、イギリス）があった一方、2022年においても継続していた国

（ドイツ、フランス、日本）があるなど、相違があったことが分かっ

ている。

研究の概要

※ 本 資 料 は 、 （ 独 ） 労 働 政 策 研 究 ・ 研 修 機 構 「 諸 外 国 の 雇 用 維 持 政 策 ― ア メ リ カ 、 イ ギ リ ス 、 ド イ ツ 、 フ ラ ン ス ― 」
（https://www.jil.go.jp/foreign/report/2022/22-10.html）に基づき厚生労働省職業安定局で作成。 2



（参考資料１）「諸外国の雇用維持政策
－アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス－」

※ 本 資 料 は 、 （ 独 ） 労 働 政 策 研 究 ・ 研 修 機 構 「 諸 外 国 の 雇 用 維 持 政 策 ― ア メ リ カ 、 イ ギ リ ス 、 ド イ ツ 、 フ ラ ン ス ― 」
（https://www.jil.go.jp/foreign/report/2022/22-10.html）より抜粋して厚生労働省職業安定局で作成。

※アメリカは「危機前からスキームがあった国」とされているが、これはSTC(操業短縮保障制度)であり、一部の州のみで
実施。コロナ禍では融資制度PPP(給与保護プログラム)が全米レベルで大規模に導入。
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（参考資料２）「雇用調整助成金の支給実態
―リーマン・ショックからコロナ禍 1  年目にかけて―」  

2008年1月～2021年1月の雇用調整助成金（雇調金）、2020年3月

～2021年1月の緊急雇用安定助成金（緊安金）の支給の推移と傾向を

記述的に分析し、コロナ下における雇調金・緊安金の支給の特徴をつ

かむとともに、今後の研究のための基礎資料とすることを目的とし、

雇調金及び緊安金の申請時に事業所から取得している行政記録情報の

特別集計を行ったもの。

研究の目的、方法

コロナ期の雇調金の支給実態は、同じく大規模な特例措置が講じられ

たリーマン・ショック、東日本大震災期のそれと比べて、支給がより

大規模であり、対人サービス産業（宿泊業・飲食サービス業など）を

始め支給の対象となった産業の幅が広かったことなど、明確に異なる

ものであったことなどの示唆が得られた。

研究の概要

※本資料は、（独）労働政策研究・研修機構「雇用調整助成金の支給実態 ―リーマン・ショックからコロナ禍 1 年目にかけて―」
（https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2023/265.html）に基づき厚生労働省職業安定局で作成。 4



（参考資料２）「雇用調整助成金の支給実態
―リーマン・ショックからコロナ禍 1  年目にかけて―」  

※本資料は、（独）労働政策研究・研修機構「雇用調整助成金の支給実態 ―リーマン・ショックからコロナ禍 1 年目にかけて―」
（https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2023/265.html）より抜粋して厚生労働省職業安定局で作成。

Ⅰ期 リーマン・ショック、東日本大震災期（2008年12月～2013年11月）

Ⅱ期 平常期（2013年12月～2020年1月）

Ⅲ期 コロナ期（2020年2月～2021年1月）
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（参考資料３）雇用調整助成金のコロナ特例の活用等に関する調査

※ 本 資 料 は 、 （ 独 ） 労 働 政 策 研 究 ・ 研 修 機 構 「 雇 用 調 整 助 成 金 の コ ロ ナ 特 例 の 活 用 等 に 関 す る 調 査 」
（https://www.jil.go.jp/institute/research/2024/238.html）に基づき厚生労働省職業安定局で作成。

調査目的 雇用調整助成金のコロナ特例の活用状況等の把握

調査対象・
方法

15,000事業所（雇調金受給7,500事業所、非受給7,500事業（※））
に対し、アンケート票を郵送により送付・回収
※それぞれ事業所規模別、産業別に層化無作為抽出

調査期間 令和５年３月（調査時点：令和５年２月末現在）

有効回収
有効回収数 5,253（うち受給事業所2,781、非受給事業所2,472）

有効回収率 35.0％

主な調査
項目

事業所の属性、コロナ禍における事業活動、雇用調整等の状況、
雇用調整助成金の活用状況及び評価 等

集計方法
雇用保険業務データ及び雇調金業務データに基づき、
事業所規模×産業×雇調金受給の有無により復元集計
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